
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
四国地方整備局無償貸付機械取扱仕様書

（総　則）

第１条　この仕様書は、四国地方整備局が施行する工事に使用することを条件として、受注者に無償で機械を貸付ける場合に適用する。

２　貸付けを行う機械の名称、規格、性能、数量、使用目的、貸付期間及び引渡場所並びに返納場所、その他必要な事項については、特記仕様書に示すものとする。

（機械の使用管理等の指示）

第２条　受注者は、貸付機械の使用、管理等について、事務所長の指定する職員（以下「職員」という。）及び監督職員の指示に従うものとする。

（受領又は返納）

第３条　受注者は、貸付機械を受領または返納しようとするときは、建設機械借用（返納）書（別記様式１）を当該工事の監督職員を経て物品管理官に提出するものとする。

なお、引渡し又は返納時にあたっては職員若しくは監督職員は貸付機械の機能現況を確認し、引渡し又は返納を行うものとする。

（使用条件等）

第４条　受注者は、次の各号に掲げる事項をしてはならない。

（１）貸付機械を、転貸し又は担保に供すること。

（２）貸付機械を、貸付目的以外の用途に使用すること。

２　貸付機械を亡失し又はき損したときは、ただちに契約担当官等に対しその事実及び理由について、詳細な報告書を提出し、その指示を受けなければならない。この場合において、その原因が天災、火災又は盗難に係るものであるときは、亡失又は損傷の事実を証する関係官公署の発行する証明書を当該報告書に添付すること。
３　自己の責に帰すべき理由により前項の事実が発生した場合は、その損害額を自己の負担において補てんし、修理し又はその損害額を金銭で弁償しなければならない。

４　受注者は、貸付機械の使用に際し、労働安全衛生法、その他関係法令に規程された必要な措置を講じ、安全対策に万全を期さなければならない。
５　貸付機械について修繕、改造その他物品の現状を変更しようとするときは、あらかじめ監督職員の承認を受けること。ただし、軽微な修繕についてはこの限りでない。

６　貸付機械に投じた改良費等の有益費を請求しないこと。
（期限前の返納）

第５条　受注者は、次に掲げる理由の一つに該当するときは、返納期限前であっても、貸付機械を返納しなければならない。

（１）貸付機械について、善良な管理者の注意をもって保護管理しないとき。

（２）災害その他止むを得ない事情により、国において貸付機械を必要としたとき。

（３）当該機械を引き続き貸付けることが不適当であると認められる事由が生じたとき。

（貸付期間の変更）

第６条　受注者は、貸付期間の変更を必要とするときは、監督職員に申し出なければならない。

２　工事請負契約の変更等により、貸付期間を変更する必要を生じた場合は、事務所長、受注者協議してこれを定めるものとする。

（諸経費の負担）

第７条　受注者は、貸付期間中の次に掲げる諸経費を負担しなければならない。
（１）貸付機械の引渡し及び返納に要する費用。

（２）機械の管理に要する費用。

（３）機械の機能を常に良好な状態に維持するために必要な点検、整備及び修理に要する費用。
（４）貸付機械により、第三者に損害をおよぼしたときは、その損害賠償額。

（違約金）

第８条　受注者の責に帰すべき事由により、貸付機械を返納期限までに返納しなかったときは、その翌日から返納のあった日までの日数について、国土交通大臣が定めた基準により算定した一日当り貸付料の倍額に相当する額を乗じて得た額を、違約金として納付しなければならない。

（延滞金）

第９条　受注者は、違約金を指定の期限までに納付しなかったときは、その納付しなかった額に対し、納付期限の翌日から納付の日までの期限に応じ、年当り5.0パーセントの割合により算定した延滞金を納付しなければならない。

（貸付機械使用実績報告）

第１０条　受注者は、貸付けを受けた機械について、建設機械使用実績報告書（別記様式２）を３ヶ月経過毎に翌月の１０日までに、当該工事の監督職員を経て事務所長に提出しなければならない。ただし、工事が完了した場合にあたっては、完了後すみやかに提出しなければならない。

（補　則）

第１１条　この仕様書に定めない事項及び疑義の生じたことについては、国土交通省所管に属する物品の無償貸付及び譲与に関する省令（平成１８年１月３１日国土交通省令第４号）及び建設機械関係事務取扱規則（平成１３年１月６日国土交通省訓令第８７号）による。

２　前項の省令及び取扱規則の定めない事項については、事務所長、受注者協議し、定めるものとする。

附　　則（平成５６年３月９日）
この仕様書は昭和５６年４月１日から適用する。

附　　則（平成２５年３月２５日付）
この仕様書は平成２５年４月１日から適用する。
附　　則（平成２７年２月２４日付）

この仕様書は平成２７年２月２４日から適用する。

別記様式１

平成　　年　　月　　日

物品管理官

官職　　氏　名　　　　　　　殿

借受人　事業者の住所

氏　　　　名

代理人　氏　　　　名　　印

建設機械借用（返納）書
に使用する（した）下記建設機械を機能現況確認のうえ、受領（返納）しました。

記

	機械名
	
	規　格
	
	建設機械

番　　号
	

	機能現況
	主機関
	

	
	伝動系統
	

	
	走行系統
	

	
	作業装置
	

	
	その他
	

	備　　　　　考
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　立会者（国土交通省側）　氏　　　　　名　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（借 受 人 側 ）　氏　　　　　名　　印

備考　１.　用紙は、Ａ列４判縦とする。

別記様式２

建設機械使用実績報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自　　月

至　　月

建設機械の貸付契約年月日　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　借　受　人　　　　　　　　　　　㊞

現場監督員の認印　　　　　　　　　　㊞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成者氏名　　　　　　　　　　　㊞
	建設機械名
	建設機械

番　　号
	月別
	主 な 作 業 内 容
	主 な 作 業

の作業量
	稼 働 状 況
	維持修理費
	主な修理箇所及
び取替部品名
	備　　考

	
	
	
	
	
	運転日数
	運転時間
	
	
	

	
	
	月
	
	
	日
	時間
	千円
	
	

	
	
	月
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	月
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　備考　１．用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４横とする。
　　　　２．主な作業内容の欄は、貸付機械を二工種以上の異なる作業に使用したとき、運転時間又は運転日数の最も多い作業内容を記入する。
　　　　３．主な作業の作業量の欄は、主な作業内容の欄に記入した作業の作業量を測定できるときに記入する。
　　　　４．運転時間の欄は、運転時間の管理のできない機械又は管理の必要のない機械については、記入を省略することができる。
　　　　５．運転ミス又は不慮の事故に伴う修理で、当該修理に要した費用が300千円をこえるときは、修理内容の詳細な説明を添付する。

























自　　月　　日


至　　月　　日


















